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ROBOPROファンド 追加型投信/内外/資産複合
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純資産総額（右軸）

分配金再投資基準価額（左軸）

基準価額（左軸）

※当ファンドの設定日（2023年12月28日）を100としてに指数化

➢ 平素は「ROBOPROファンド」（以下当ファンド）に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。当ファンドは、株式
会社FOLIO（以下FOLIO）から投資対象資産の配分比率に関する助言を受けています。

➢ 本レポートでは、設定日から2024年9月30日までの市場環境やパフォーマンスについてご説明させて頂きます。

図表1 設定来の基準価額の推移

（期間 2023年12月28日～2024年9月30日、日次）
2023年12月28日に運用を開始した当ファンドの基

準価額は9月30日時点で11,657円となり、設定来の

リターン(分配金再投資基準価額ベース) は+17.6%と

なりました。良好なパフォーマンスを背景に、当ファンド

への資金流入も続いており、順調に純資産も増加してい

ます。(図表1)

当ファンドの設定来のリターン(9月30日時点)は、個

人投資家に人気の一般的にオルカンと呼ばれる世界株

式指数のリターン（+19.9％）にほぼ匹敵しています。ま

た、同様に個人投資家に人気のある米国株式の代表的

指数であるS&P500種指数における同期間のリターン

（+22.4％）と比べても遜色のないリターンとなってい

ます。（図表2）

同期間の投資環境は決して簡単なものではなく、特に

7月以降は相場の牽引役だった米テクノロジー関連株が

大きく下落したことなどから、世界的に株式市場は大幅

な調整局面を迎えました。（図表2の四角枠の局面）

こうした難しい投資環境となる中、当ファンドは、相対

的に安定したパフォーマンスを維持することが出来てい

ます(2頁参照)。

当ファンドの同期間における最大ドローダウン（下落

率）は▲10.2％と、世界株式指数（▲17.1％）や

S&P500種指数（▲17.4％）と比べて小幅に留まって

います。（図表3）

相場が大幅な調整局面となる中でも、AIを活用してダ

イナミックに資産配分を変更する分散投資が奏功し、下

落率を抑制出来たことが、当ファンドの安定したパ

フォーマンスに繋がっています。

図表2 当ファンドと世界株式、米国株式の推移

（期間 2023年12月28日～2024年9月30日、日次）

パフォーマンスは良好、資金流入も継続

大幅な下落を抑制しながら世界株式や米国株式と遜色のないリターンを実現

1

設定来のパフォーマンスの振り返り

2024年11月7日

(図表2-3の出所)Bloombergデータを基にSBI岡三アセットマネジメント作成

図表3 当ファンドと主要株価指数の最大ドローダウン(下落率)

※期間 2023年12月28日～2024年9月30日

相場の大幅な調整局面でも下落率を抑制

世界株式、米国株式と遜色のないリターン

※基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※世界株式指数：MSCI ACWI Gross Total Return USD Index

※世界株式指数、S＆P500種指数は円換算ベース
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(図表4-6の出所)Bloombergデータを基にSBI岡三アセットマネジメント作成

AI活用の資産配分でリスクを抑制しつつリターン獲得も狙う運用戦略

図表5 投資対象資産の構成比率(アロケーション)推移

※期間：設定時から10月リバランス時のアロケーションまで

※投資対象資産の構成比率はポートフォリオにおける組入比率を表しています。

金を含む8つの投資資産への投資でリスクを抑制

当ファンドが世界株式指数やS&P500種指数に比べ

て、相対的に安定したパフォーマンスを維持出来ている

理由としては、当ファンドのリスクが相対的に低リスクで

あることが挙げられます。

当ファンドのリスクは年率11.4%と(9月30日時点)、

世界株式指数（同15.3％）やS&P500種指数（同

17.3％）に比べて、低く抑制されています。(図表4)

当ファンドは、株式や債券といった伝統的資産だけで

なく、金などの非伝統的資産も加えた投資資産にAIを

活用して分散投資することにより、リスクを低く抑えた

運用をしています。AI活用のメリットを活かしながら値

動きが振れるリスクを小さく抑えることが出来ているこ

とが、当ファンドの最大ドローダウンの抑制と好パフォー

マンスにも繋がっています。

リスクを低く抑えるだけでは、通常、価格下落の抑制

に寄与するものの、価格の上昇(リターンの獲得)が難く

なります。しかし、当ファンドは、リスクを低く抑制しなが

ら、価格上昇の機会も捉えることを狙うことを目指して

おり、AI活用のもうひとつのメリットをパフォーマンス獲

得に活かしています。(図表5)

当ファンドは機動的な資産配分変更が功を奏し、リカ

バリー率でも、当ファンドは世界株式指数やS&P500

種指数に対し、相対的に優位性を見せています。最大ド

ローダウン後のボトム(安値)からのリカバリー率を世界

株式指数や、S&P500種指数と比較すると、当ファンド

のリカバリー率が最も高く(96.6％)、次いで世界株式

指数(91.6%)、S&P500種指数(90.1%)となってい

ます。(図表6、9月30日時点)

個人投資家の投資対象は世界株式指数やS&P500

種指数などに偏っている模様ですが、リスクを抑制しな

がら安定的にリターンの確保も狙う「ROBOPROファン

ド」は併せ持ちにも適しているほか、NISAなどにおける

将来の資産形成に向けた長期運用の投資先としても適

していると考えています。

図表4 当ファンドと世界株式指数、S&P５００種指数のリスク(年率)

AI活用による資産配分で上昇メリットも狙う

図表6 当ファンドと世界株式指数、S&P５００種指数のリカバリー率*

＊最大ドローダウンのボトムからのリカバリー率(2024年9月30日時点)

NISAなどでの長期の資産形成に適したファンド

※MSCI指数はMSCI Inc.が算出している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権その他一

切の権利はMSCI Inc.に帰属します。またMSCI Inc.は、同指数の内容を変更する権利および公表

を停止する権利を有しています。

※期間：2023年12月28日～2024年9月30日

（年/月）
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受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱い、
解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社には取次
販売会社が含まれる場合があります。
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販売会社一覧

＜本資料に関するお問合わせ先＞
フリーダイヤル 0120-048-214 （9:00～17:00 土・日・祝祭日・当社休業日を除く）
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2024年11月7日

商号 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品
取引業協会

（金融商品取引業者）

株式会社SBI証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社SBIネオトレード証券 関東財務局長（金商）第8号 ○ ○

寿証券株式会社 東海財務局長（金商）第7号 ○

大熊本証券株式会社 九州財務局長（金商）第1号 ○

中銀証券株式会社 中国財務局長（金商）第6号 ○

（登録金融機関）

株式会社愛媛銀行 四国財務局長（登金）第6号 ○

株式会社紀陽銀行 近畿財務局長（登金）第8号 ○

株式会社荘内銀行 東北財務局長（登金）第6号 ○

株式会社中国銀行 中国財務局長（登金）第2号 ○ ○

株式会社富山第一銀行 北陸財務局長（登金）第7号 ○

株式会社広島銀行 中国財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社北都銀行 東北財務局長（登金）第10号 ○



商号：SBI岡三アセットマネジメント株式会社
SBI岡三アセットマネジメント株式会社は、金融商品取引業者として投資運用業、投資助言・代理業および第二種金融商品取引業を営んでい
ます。登録番号は、関東財務局長（金商）第370号で、一般社団法人投資信託協会および一般社団法人日本投資顧問業協会に加入しています。

SBI岡三アセットマネジメントについて

留意事項
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＜本資料に関してご留意いただきたい事項＞

■本資料は、当ファンドに関する情報提供を目的としてＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成したものであり、ファンドの
投資勧誘を目的として作成したものではありません。■本資料に掲載されている市況見通し等は、本資料作成日時点での当社の
見解であり、将来予告なしに変更される場合があります。また、将来の運用成果を保証するものではありません。■本資料は、当
社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その情報の正確性・完全性を保証するものではありません。■購入の
申込みに当たっては、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で
行っていただきますようお願いします。
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■投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。投資信
託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた利益及び損失は、すべて投資者の皆さまに帰属します。ファンドは、国内外の株式、国内外の
債券、国内外の不動産投資信託証券、コモディティ等値動きのある有価証券等に投資しますので、組入れた有価証券等の価格の下落等の影響
により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、外貨建資産に投資しますので、為替相場の変動により損失を被ることがあります。

■ファンドの主な基準価額の変動要因としては、「株価変動リスク」、「為替変動リスク」、「金利変動リスク」、「不動産投資信託証券のリスク（価格変
動リスク、分配金(配当金)減少リスク）」、「コモディティのリスク」があります。その他の変動要因としては、「信用リスク」、「流動性リスク」、「カン
トリーリスク」、「不動産投資信託証券のその他のリスク（信用リスク、業績悪化リスク、自然災害・環境問題等のリスク、法律改正・税制の変更等
によるリスク、上場廃止リスク、流動性リスク）」があります。

※基準価額の変動要因は上記のリスクに限定されるものではありません。

■ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。
■投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関が取り扱う投資
信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。

■ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、
一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これに
より、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金申込の受付が中止となる可能性、換金代金の支払が遅延する可能性があります。

■分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がりま
す。分配金は、計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合があるため、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率
を示すものではありません。また、投資者の購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合が
あります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

■ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。ファンドが投資対象とするマザーファンドを他のベビーファンドが投資対象としている
場合に、当該他のベビーファンドにおいて追加設定および一部解約等がなされた場合には、その結果として、マザーファンドにおいても売買等
が生じ、ファンドの基準価額が影響を受けることがあります。

■取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金申込の受付を中止する
ことや、すでに受付けた購入・換金申込の受付を取消すことがあります。

●詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご参照ください。

＜お客様が直接的に負担する費用＞
■購入時

   購入時手数料   ：購入金額（購入価額×購入口数）×上限3.3％(税抜3.0％)
                          詳しくは販売会社にご確認ください。

■換金時
   換 金 手 数 料  ：ありません。
   信託財産留保額：ありません。

＜お客様が信託財産で間接的に負担する費用＞
■保有期間中

   運用管理費用（信託報酬）：純資産総額×年率1.５６２％（税抜1.４２％）
■その他費用・手数料

監査費用        ：純資産総額×年率0.0132％(税抜0.012％)

■有価証券等の売買に係る売買委託手数料、投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、海外における資産の保管等に要する
費用等を投資信託財産でご負担いただきます。なお、マザーファンドの当該費用につきましては、間接的にご負担いただきます。（監査費用を
除くその他費用・手数料は、運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を示すことはできません。）

●お客様にご負担いただく費用につきましては、運用状況等により変動する費用があることから、事前に合計金額もしくはその上限額またはこ
れらの計算方法を示すことはできません。投資するETF等には別途費用がかかります。これらの投資に伴う費用は投資するETF等、保有期間、
配分比率等に応じて異なりますので、事前に合計金額や上限額を示すことができません。

●詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続･手数料等」をご参照ください。

投資リスク

その他の留意点

お客様にご負担いただく費用
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